

























































































































糸呈済所得 可処分所得 経済所得 可処分所得1％　　　　’5％ 1％　　　　5％ 1％　　　　5％ 1％　　　　5％
191914．04　26，1012．2ユ　24．2715．34　26．9413．13　24．80
20 13．64　25，76 11．80　23．9614．18　25．56 12．09　23．45
21 16．15　31．70 14．20　29，3216．14　30．58 14．02　28，03
22 15．58　30．3914．39　29．04ユ5．68　28，9014．38　27＝57




27 16．46　31．1917．22　31．92 16．74　31．0717 50　31．89
28 17．18　32．0619．！2　34．0617．47　31．8119．40　34．03




















i1000ドル〉19201921192219231924 1925 1926 1927 19281929
5～10 3．2 2．9 2．7 2．0 1．0 0．6 0．5つ．5 0．5 0．2
25～50 11．81L510．4 7．7 6．8 5．9 5．8 5．8 5．9 5．2
150～30043．0 42．137．0 23．824．715．715．7 15．715．8 14．6
































































































































































































































































191937，823192！0　　9 8802，895一3，012 2，78366603　　， 3，7756，787
20 44，56514，807 8703，2153β77 2，95069，784 4，0857，462
　　■Q1 35545　　， 10，307 210
???， ???，
3，05255，557 3，142 6，653












27 48，93313，0422，610 5，0364，8163，35777，794 7，64612，462
28 50，400 13，5304，620 5，3625，123 3，45882，493 9，98215，105
29 53238　　， 13，5272，8905，978 5，356 3，41984，592 8，86814，224
割合
1919 56．8 28．8 1．3 4．4 4．5 4．2 100 5．7 10．2
20 63．9 21．2 1．2 4．6 4．8 4．2 100 5．9 10．7
21 64．0 18．5 0．4 5．3 6．3 5．5 100 5．7 12．0
22 62．6 19．1 L5 5．0 6．0 5．8 100 6．4 12．5
、
23 63．5 18．7 1．4 5．5 5．6 5．3 100 6．9 12．5
24 62．6 18．9 1．9 5．4 5．9 5．4 100 7．3 13．1
25 61．1 18．7 3．5 5．8 5．8 5．1 100 9．4 15．2
26 63．0 17．6 2．8 6ユ 5．9 4．6 100 9．0 14．8
27 62．9 16．8 3．3 6．5 6．2 4．3 100 9．8 16．0
28 61．1 16．4 5．6 7．1 6．2 4．2 100 12．1 18．3

















































求Eゲイン 配当 利子 家賃n　代 全個人鞄ｾ ③＋④③＋④＋⑤① ② ③ ④・ ⑤ ⑥ ⑦
金　　額
（100万ドル）
1921～2339，045 11，594 687 3，254 3，678 3，399　　　－ 61，707 3，941 7，619
24～26 46，263 13，687 2，077 4，287 4，344 3，736 74，387
??，
10，708
27～29’ 50，857 13β66 3，373 5，459 5，098 3，41181，626 8，832 13，930
増加率（192ト23＝100）
1921～23 100 100 100 100 100 100 100 100 100
24～26 118 118 302 132 118 110 121 161 141
27～29 130 115 491 168 139 100 132 224 183
構成比（％）
1921～23 63．4 18．8 1．1 5．3 6．0 5．5 100 6．4 12．4
24～26 62．2 ユ8．4 2．8 5．8 5．8 5．0 100 8．6 14．4




















全　所 得　階　層 62．917．6 2．9 6．1 5．9 4．6 10046，412，000（1 0．00）
～5 71．417．2 0．4 1．8 4．5 4．7 10045517132　　9　　　　　　　　， （98．07）
5～ 28．519．212．923．411．4 4．5 100 894868　　　， （1．93）
5～10 42．327．1 5．2 9．8 9．7 5．9100 560，549（1．21）
10～25 33．221．4 9．1 19．3
?．??
5．1 100 246730　　　， （0．53）
25～50 24．216．312．1 29．513．5 4．4 100 57487　　¶ （0．12）
50～100 17．814．2 15．036．213．5 3．4 100 20520　　▼ （0．04）
100～500 11．310．724．4 39．811．5 2．3 100 8，883 （0．02）
500～10004．6 6．834．741．710．4 1．9 100 468（0．001）


























① ②　　③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
19205．7 12．7　44．968．531．4ユ1．9 12ユ 63．5 48．9
21 6．9 13．0　86．763．028．5ユ2．4 13．0 64．6 45．5
22 6．3 13．7　71．468．731．611．8 13．6 69．35LO
23 5．8 12，2　64，060．930．8ユ1．4 ユ2．6 6L5 47．8
24 6．0 13．4　72．166．3 29．8 11．7 13．6 67．8 50．8
25 6．1 15．2　84．565．230．313．015．7 72．6 56．4
26 6．0 15．2　82．669．6 31．8ユ3．7 15．6 73．7 57．1
27 6．2 15．8　86．269．032．5 13．416．5 74．8 、58．5
28 6．2 16．6　89．968．5 32．612318．5 78．4 62．8
ユ）





























































































（嬬％ ?? 504 367 396
n可処分所得



















































































































































































（1｝　全　　人　　口 89 78 89 100 100 103 104 106 110113
（2）上位ユ％層 88 85 98 100 109131 130 139 16164
｛3｝第2・3百分位層72 81 85 100101 102 104 108 113 115
（4）第4・5百分位層86 89 107 100108 117115 117 126 122
（5臨2～5百分位層77 84 94 100 104 108 1081 1 118 1189
（6）上位5％層79 84 96 100106 119119 125 139 140
〔7）下位95％層93 76 87 100 98 98 99 99 100103
（資料）　第10表より算出．
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第2図　一人当り実質可処分所得の推移（1923年＝100）
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　（資料）　第11表による．
い，20年代全体にわたる推移の様相を明瞭にするために描いたのが第2図で
ある。
　これでみると，23年が所得分配関係における趨勢の変化の画期点であるこ
とがいっそうはっきりする。低位95％の所得層の場合，20年代における実質
所得水準の上昇はほとんど全部，21年から23年までの2年間に生じている。
その後はまったく停滞的である。ホルトのいうように「1921～23年の景気拡
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張が20年代における唯一の『民衆の』拡張（“people’s”expansi。n）であっ
　（19）
た」とみることができる。これと対照的に，上位グループの所得は23年以降
もそれまでと同様，顕著な上昇を続けた。21～23年には「民衆」にも利益が
均期したにしても，23年以降の「新時代」の繁栄の利益はほとんどもっぱら
少数の高額所得層によって独占されたことが明らかである。
　バーンステイン（1．Bernstein）は，1920年代初めから大恐慌期までのア
メリカ労働者の状態を詳述した著作のなかで「20年代はたしかに黄金の時代で
あったが，しかしそれはアメリカの人口の特権的部分にとってだけであった。
その福祉がこの研究の関心事である多数の民衆一労働者とその家族一に
とっては，それにふさわしい金属シンボルはニッケルであり，あるいは銅で
あり，あるいはブリキでさえあるかも知れないが，金ではけっしてありえな
　eo）
い」と書いた。以上の分析に照らしてみても，これは当をえた的確な比喩だ
といえるだろう。
　　　　　　　　　　　　む　　す　　び
　アメリカの1920年代は大量生産の新技術が急速に発展していった時代であ
った。言葉を換えれば，製造業を中心とする諸産業の労働生産性に顕著な上
　　　　　　　　　　　eo昇がみられた時期であった。そうした労働生産性の急上昇が，他方で，それ
に見合う消費の増大を必要とするのは当然である。ジム・ポッター（Jim
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　eDP。tter）の言葉を借りれば「大量生産の新技術に対応する大量消費の新技術」
が必要とされていたといってよい。
（19）　Holt，　op・　cit・，　p．　285．　，
（20）　Bernstein，　op・　cit・，　p」　47．
（21）1920年代における労働生産性の際立った上昇は，S．　Fabricant，　Employment　in
　Manufacturing，　1899－IEB9，　An　AnaINsis　of　its　Relation　to　the　Volume　of
　Production，　NBER，　New　York，1942で詳細に明らかにされている。
（22）　Potter，　op．　cit．，　p，　67．
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　しかし，1920年代のアメリカでは大量生産の新技術は発展したにしても，
大量消費の新技術が発展したとはいうことができない。消費者信用は，それ
だけでは大量消費の発展をもたらすものでないのはいうまでもない。大量消
費が発展するためには，基本的には，価格の引下げか賃金の引上げによって
大衆の実質消費水準の大幅な上昇を可能にする条件が創出されてくることが
必要である。もちろん，1920年代のアメリカでそれが全く生じなかったわけ
ではない。しかし，価格と賃金のいずれの変化も，一方における寡占体制の
強化による価格の下方硬直化と，他方における労働組合の弱体による賃金交
渉力の弱さのゆえに，労働生産件のE昇に適合的な率には遠く及ばない小幅
なものにとどまった。「新時代」における所得集中の顕著な進行と低所得層の
実質所得水準の停滞は，それを明示する事実にほかならなかったのである。
　そこには明らかに対処を要する重大な不調整があり，矛盾があった。　「ア
メリカ人は大童生産の技術は修得したが，それにふさわしい大量消費の技術
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e3）はまだこれから学び，適用しなければならなかった。」それを学び，適用する
仕事は，ニューディール期以降に残された課題になるのである。
（23）　A．　U．　Romasco，　The　Poverty　of　Abundance　：Hoo，ver，　the　Nation，　the　De一一
　pression，　Oxford　University　Press，　Oxford，　1965，　p．　6．
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